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「2040年代の東京の都市像とその実現に向けた道筋について」 

取りまとめにあたって 
 

 

明治大学公共政策大学院特任教授  青山 佾 

 

 

１ 新しい都市像、新しい都市構造論について、誰にでも分かりやすいキャ

ッチフレーズ、あるいは標語が創出され、目標をひとことで示すことがで

きるとよい。 

 

２ 「中間のまとめ」では仮称としてある地域ごとの名称について、地域の

特色や将来像を明快に示す言葉が出てくることを期待する。 

 

３ 宅地需要減少時代を迎えてから初のグランドデザインとなるので、今後

の土地利用制度・計画のあり方について骨太の方向性を示すことができる

とよい。 

  

資料９ 
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佛教大学社会学部准教授  堀江 典子 

 

 

１ 希望を共有できるビジョンを示すことを期待したい 

 

さまざまな将来不安要素に、まちづくりで応えていくビジョンを示すこ

とが必要。人々が希望を共有かつ共感できる都市の姿、そこに至る確実な

道筋がグランドデザインによって示されることを期待したい。 

 

それは、現世代の責務として次の時代を担う世代への力強いメッセージ

となるものであって欲しいし、同時に、投資を呼び込める都市としての東

京の将来性と信頼性を内外に示すものであって欲しい。 

 

２ 緑の機能を最大限発揮させる都市の姿を期待したい 

 

東京という世界屈指の大都市において、水と緑の機能を最大限に生かす

都市空間のモデルを示して欲しい。環境問題をはじめとする今日的な都市

問題の解決に真正面から取り組む都市づくりの姿勢を示して欲しい。 

 

グリーンインフラとしての展開はもとより、都市の魅力としても、幕末

に来訪した外国人を感嘆させた緑の美しい都市景観、園芸文化が庶民にも

浸透し豊かに彩られていた生活空間、都市のいたるところで自然と調和し

季節を心地よく体感しながら活動できるような環境が人々を魅了し、活力

ある都市文化を育んでいくと考える。 

 

３ 合意形成につなげることを期待したい 

 

今後、策定された方針・計画に沿って具体的な事業が進められ、各方面

にさまざまな影響が及ぶことになる。 

 

事業化の過程で少なからぬ影響を受ける都民の理解と協力を得られるよ

う、課題のフレーミングや記述を丁寧に行い、合意形成につなげられるも

のにして欲しい。  
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東京工業大学環境・社会理工学院教授  屋井 鉄雄 

 

 

2009 年の「東京の都市づくりビジョン(改定)」と今回の「2040 年代の東

京の都市像とその実現に向けた道筋について」を参考に、今後策定される「都

市づくりのグランドデザイン（仮称）」について、幾つかの意見を以下に列

挙する。 

 

１ 都市づくり政策として前回の計画から継続すべき事項 

 

 気候変動・温暖化対策としての排出削減に対する目標を明示した空間的

取組みの継続 

 国際空港（羽田等）の機能強化・容量拡大に関する国との一体的取組の

継続 

 水と緑のネットワーク形成に関する具体的な取組・事業の継続 

 東京外郭環状道路の南進に関する検討の継続と参加型の取組 

 横田空港・空域の有効活用に関する検討の継続と情報発信 

 

２ 新たに取り組むべき事項 

 

 環状道路整備に伴う都心部幹線道路の空間再配分による歩行者等の環

境整備 

 車道上の自転車走行空間の広域ルート・ネットワーク整備推進、区市

町村の取り組みへの支援拡大 

 港湾・河川・民有地を含む水辺空間のアクセシビリティ強化とそのネ

ットワーク化推進 

 

３ その他の重要と考えられる事項 

 

 空港機能拡大と港湾機能拡大とのトレードオフに配慮した国際戦略の

強化 

 人中心社会における道路空間再配分に関わる理念・方針の構築 

 社会インフラの整備・更新・維持等に関わる参加型計画プロセスの制

度・ガイドライン化 
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東京大学大学院工学系研究科准教授  瀬田 史彦 

 

 

20世紀後半の総合計画は「総花的」などと批判され、その意義が問われた。

2011年には、区市町村に課せられていた基本構想の策定義務の規定が、地方

自治法から削除された。元々策定義務のない都道府県も含め、今後、総合計

画のあり方は変化していくだろう。 

 

 しかし、他方で、将来の具体的な姿として、都市や地域の目指すべきビジ

ョン・グランドデザインが住民、企業、行政などすべての主体の間で共有さ

れないと大きな問題が生じる。成長局面で、都市開発が急激に進めば、業務

や生活を支えるインフラの整備と運営も遅れることなく進めなければなら

ない。東京五輪という国家的イベントを控え、開催前から開催後に至るまで

各分野間で齟齬のない適切な準備が求められる。 

 

 縮退局面では、人口が疎になったところから、まず民間企業が、そして公

共の都市サービスも撤退し、移動できない住民が取り残され、限界団地や買

物難民のような問題が生じる。縮退と集約のプロセスの中で、インフラ、土

地利用、公共施設相互の関係が、さらには福祉など他分野のサービスとの関

係が、整合的に進められる必要がある。 

 

 21世紀の都市・地域のビジョンの作成・公表は、ボトムアップから生まれ

る住民や企業の個別で多彩な活動をうまく生かしつつ、それらを都市・地域

全体でゆるやかに方向付け、関係主体の間の認識を共有・確認するという役

割を持っている。東京五輪開催、そしてその後の人口減少局面を前に、「都

市づくりのグランドデザイン（仮称）」に、ぜひそのような役割を担ってほ

しいと考えている。 
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千葉大学大学院工学研究科教授  村木 美貴 

 

 

１ まとまった敷地（臨海部）でのグランドデザインを描くこと 

 

個別敷地で建築活動が行われると、全体コントロールが効かず、全体と

しての質が低くなるため、どのような街を作るのか、将来の価値を考えた

グランドデザインを描くこと。 

そのうえで、開発の用途、デザインのコントロールを厳格に行うこと。

低炭素な市街地づくり（熱供給なども含め）、世界に誇れる先端地域を作れ

る可能性を大事にする。面的な都市づくりのタネ地が限られているため、

東京の英知を入れた地域づくりを行うべき。 

ただし、立地上の制約が大きいため、税制優遇や建ぺい緩和など（100

ｍ規制があるため）の別の方法で市場を誘導すべき。 

 

２ プライオリティの明確化 

 

都市づくりの中で必ず東京がやりたいことを明確化すること。プライオ

リティをつけること。それを基軸にグランドデザインを作ること。 

特に低炭素は市場が動きにくいので、都が率先して将来イメージを作り、

市場を誘導することを考えるべき。 

 

３ 価値の創造の在り方 

 

描かれたグランドデザインを実現する、機能する規制と誘導方法を構築

すること。デザインガイドラインは作られても、海外に比較して実質的に

機能しているか疑問が残る。 

また、デザインは色や形だけではなく、建物と人との関係をいかに作る

かが大事な要素であり、そうしたデザイン手法を考えること。それが個別

開発で条件となれるよう、強い指導体制を同時に考える必要性がある。 

  



6 

 

 

 
 

 

法政大学現代福祉学部教授  保井 美樹 

 

 

大企業が、体質刷新や M&Aを進める一方、ベンチャー企業が“破壊的イノ

ベーション”を起こし、個人が社会でのプレゼンスを高めている。３D プリ

ンタで、これまでできないと思われていたものを作ることができたり、ネッ

トを通じてビジネスが成功したり、共感でつながる人たちのソーシャルな活

動が広がったりする。個人や小さな組織の機会が拡充している。 

 

そんな流れが定着しているであろう 2040 年の大都市・東京のグランドデ

ザインへの期待。私は、常に「人を育てる都市」であり続けてほしいと思う。

どんな時代であっても、社会を動かすのは人であり、人が感性豊かに、学び、

感じられる都市であることが、次の時代の競争力を育むはずだからだ。 

 

幼い子供が、地域や社会の中で育てられること。保育園や学童等の数が満

たされるのは当然として、それらが閉じられた環境ではなく、豊かな自然や

地域社会と共にあること。子供達がその性格や志向に合う教育を受けられる

ように、官民が連携すること。そのために、水と緑のネットワークとそこへ

のアクセスがあり、そこで常に様々なアクティビティが展開されるようにな

っていることをグランドデザインに求める。 

 

高校生や大学生になれば、間もなく社会の一員になることを意識し、学校

や塾以外にチャレンジの場所が豊かにあること。そのためにも、地域社会に

若者を受け入れ、共に事業を起こすマネジメント志向の組織が各地にほしい。 

 

大人たちは、受け身ではなく、能動的に自らの仕事と暮らしを創り出す。

起業率が上がるには、既存建物の活用やリノベーションが一層進むことが期

待される。 

 

こうした変化を起こすため、東京は公共空間のマネジメントをドラスティ

ックに見直すと共に、開発だけでなく、既存ストックをいかした都市再生を

進めるべきだ。これらの改革は、全て民間との連携により、できるだけ財政

的に自立し、しかも都民生活を豊かにする方法で進められる。水辺、道路、

公園等の公共空間と民間の既存ストックが、全て、“人育て”の場所として

発展することを期待する。  
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同志社大学経済学部教授  河島 伸子 

 

 

東京のような国際都市においては、世界レベルでの卓越した芸術文化活動

が盛んに行われている一方で、伝統的な日本の文化が保存・活用され、また、

商業ベースのポピュラー文化、サブカルチャー的な活動が多様に展開されて

いるという、多面性が何より重要である。 

 

国立の博物館・美術館と一緒に都の文化施設も集積する上野、私立、国立

の美術館等が集まる六本木、都市メディア文化の中心地たる秋葉原、渋谷、

新宿、原宿、江戸の風情と下町文化が根付く浅草、といった多様な個性ある

地域が一つの街の中に併存していることは東京の大きな魅力を作りだして

いる。 

 

 このような多様性は今後とも一層強化されていくことと思われるが、それ

に並行して、各住民が「地元」と感じられる範囲の場所に、文化的な場がさ

りげなく根付いている街になることを期待したい。 

 

近年は、図書館が、単に本を貸す場というよりは、そこで情報を収集した

い人たちの支援を行い、生活文化を共有していくための装置として進化を遂

げている。芸術文化についても、東京都ではいくつもの小さなアート事業を

展開し住民とアーティストを巻き込む仕掛けをしているが、まだ「点」であ

るこうした活動を「面」に広げて欲しい。 

 

そのための「場」は立派な文化施設である必要はなく、むしろ、空き家等

を活用して、誰もがふらりと入りやすい雰囲気の小さな場がよい。学校帰り

の子供たちが、中から聞こえてくる楽器の音につられて好奇心から立ち寄る、

近所の勤め人たちもランチを持参してアートを見て帰る、こうした気軽な場

がどれほどあるか、が都民にとっての文化的豊かさとなると思われる。 
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シンクタンク・ソフィアバンク代表  藤沢 久美 

 

 

東京都は、日本の最先端都市という位置付けにとどまらず、世界の最先端

都市としての矜持を持ち、高度な情報通信技術と成熟した社会を前提にした

あるべき都市像を描き、実現に向けて取り組まれることを期待します。 

 

特に、成熟した社会という観点からは、性別・年齢に関係なく働くことが

できる環境、起業しやすい環境、ビジネスだけではなく文化やスポーツなど

感性と身体性を育む環境などの充実を目指し、職住接近の都市空間、金融特

区や医療特区などのインキュベーション拠点、水辺の整備や文化施設・スポ

ーツ施設の自立運営を前提にした多様な利用方法の開発などを具体的に計

画し、進めていただけたらと願っています。 

 

また、環境先進都市として、コンパクトな中に、緑などの自然と最先端の

建築物がバランス良く存在する都市の在り方の開発、天変地異などの想定外

の災害に対してもいち早く復旧が可能な都市の実現、さらには、理想の都市

をデザインする最先端の人々が移り住み、その理想を実現することができる

都市として、オープンイノベーションを推進する官主導ではない、官民協働

の創発が起こる都市の実現に向けて、過去の都市計画では用いられることの

なかった新たな都市開発の手法を発明していただくことを期待します。 
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東洋大学ライフデザイン学部教授  水村 容子 

 

 

 東京という都市は、今後の日本の発展に寄与する経済活動、さらには教

育・文化・国際交流など様々な活動が展開する場所です。それと同時に、多

くの居住者を抱えた「居住の場」であるため、生活者の視点の基づく検討も

必要であると考えますが、「都市づくりへの検討」という今回の課題のもと

では、「生活者の視点」からの都市づくりはあまり検討されていないように

感じています。 

 

具体的に、現在直面する人口構造の変化への対応として求められるのは、

やはり超高齢社会対策、そして少子化対策ということになると考えます。そ

のような状況下で、既存建築物を活用しながら、地域事情に応じた、福祉施

設・コミュニティ施設などの設置が求められますが、別添の PPTに示したよ

うに、現行の建築・都市計画行政に関わる法律・条例が大きなバリアーとな

っている事例が存在しています。 

 

また、少子化対策・子育て支援などの領域に関しては、住宅や都市などの

物理的な環境整備に加えて、保健福祉行政・教育行政など他の領域との連携

が必至であると考えますが、それにむけた具体的な方策なども明確に明示さ

れていないように考えます。 

 

網羅しなければならない領域が幅広い中で、上記の問題を取り上げること

に限界があるのは十分承知しておりますが、東京都という都市の持続可能性

を考えた時には、最重要課題として捉える必要があると考える次第です。 
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東北芸術工科大学デザイン工学部教授  山崎 亮 

 

 

「都市づくり」と一言で表現しても、実際の「都市」はいろいろなタイプ

の地域が集まってできあがっているものである。当然、業務地域もあれば商

業地域もあるし、住宅地域も農業地域もある。そして、各地域の特徴を細か

く知っているのは、その地域で生活する都民たちである。だからこそ、魅力

的な都市づくりを推進するうえで、都民参加の機会をつくることは重要だと

いえよう。 

 

ただし、都民自身もまた学ぶ機会が必要である。これからの社会はどうい

うものになっていくのか、どんな都市的課題が発生しているのか、どんな解

決策があるのか。そういう情報についてしっかり学んだ上で、生活の実感と

入手した情報とを組み合わせて、地域独特の意見やアイデアを生み出すこと

が大切である。都民参加の方法を間違えないように「都市づくり」を進める

ことが、生活者の視点から発想した「地に足の着いた」都市づくりにつなが

るはずだ。 

 

つまり、都民の意識が変われば行動が変わり、行動が変われば空間が変わ

り、こうした変化の集合が新しい都市を形作ることになるのである。時間が

かかるかもしれないが、じっくりと都民が対話し、互いに育ち合い、生活の

節々で適切な判断ができる人を増やしていくことこそが、理想的な都市をつ

くることなのだと信じている。 

 

これまで以上に充実した都民参加の場がどんどん生まれることを期待し

ている。 


